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１．検討目的 

大深度トンネルの分岐合流部の施工については、これまでの委員会において外環をケーススタディとした検討を行った結果、現有技術（曲線パイプルーフ＋ＮＡＴＭ）を基本とした工法で施工可能であることを 

確認したところである。 

一方、大深度地下を活用した大断面・長距離トンネルの普及にあたっては、さらなる工期短縮・コスト縮減を考慮した施工技術が望まれる。 

本検討では、技術検討の条件として外環の設計条件を参考的に示すとともに、大深度トンネルにおける民間等の技術開発状況について調査を行うことにより、施工技術の検討を促すものである。 

    

 

２．技術開発状況調査の手法 

１）調査項目 

・工法概要（概要図等） 

・概略施工計画（施工フロー・施工順序・特徴的な必要事項） 

・概略構造（完成時の構造・概略躯体構造・構造計算試算状況の明示） 

・開発段階（開発状況・実現可能時期） 

・環境条件（周辺環境への影響・地下水への影響等） 

・概略工期・概算工費 

・これまでに要した技術開発費および今後要する技術開発費 

・技術開発体制について 

 

２）調査方法 

・情報提供者は、所定の様式に従い作成した電子データ（Word 形式）を、下記提出先に郵送。（持ち込み不可）。 

・調査期間は、平成１８年１２月１４日（木）（委員会の翌日）から平成１９年２月１日（木）とする。（必要に応じ来年度以降も実施） 

 

３）提出先・問い合わせ先 

・国土交通省関東地方整備局 道路部計画調整課 

  〒３３０－９７２４ さいたま市中央区新都心２番地１さいたま新都心合同庁舎２号館１９階 

  ＴＥＬ ０４８－６００－１３４３ 



 

３．検討条件（参考） 

１）検討対象箇所 

土被りが最も大きく、作用する荷重が最も大きいと考えられる中央 JCT南側とし、分岐合流部のうち延長の長い合流部を検討対象とする。 

 

２） 道路種級および設計速度 

本 線 ： 2種 1級  設計速度 80km/h 

ランプ ： A規格   設計速度 40km/h 

 

３）本線およびランプシールドトンネル断面 

本線シールドトンネル断面               ランプシールドトンネル断面 
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４）内空条件 

検討を進めるうえで合流部における必要な内部空間に関する条件を示す。 

 

①線形等の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②そ の内空条件 

合流部平面イメージ

合流部縦断線形 

本線道路中心縦断線形

見通し区間：原則として柱など構

造物を設置しない

断 面 図

本  線 

ランプ 

 

ランプ道路中心縦断線形 

 

 

の他
・建築限界と構造物躯体との離隔

・床下空間 ： 管理用通路や施
 ： 最小 150ｍｍ 

設空間として最小幅2.5m、最小高さ2
.75ｍ、のトンネル縦断方向に連続する空間を見込んでおく。 
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５）地質条件 

 

外環の地中拡幅部の掘削地層は、ほぼ上総層群にあたる。 

検討箇所における地質は、上総層群の東久留米層の砂質土が主な地層にあたり、地下水位は、上部のローム層（Ｌm）と武蔵野礫層（Mｇ）との層境付近にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 

a 

開削区間 
開削区間

開削区間 開削区間 

対象箇所 

 

※1）地質縦断図のNO.は、地下水位及び帯水層の地質・水理・水質調査地点を示す。 
※2）図に示す構造物は、地中構造物を主体とした。 ※3）地層名は「東京都（区部）大深度地下地盤図」 

（平成 8年 東京都土木技術研究所）に準じた。 

縦断図は、縦横比を1：20の割合で表現。 

縦断図は、事業区域の中心に沿った断面を表現。

図 3.5.1 計画路線沿いの地質概要 
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地盤定数 

変 形 特 性
変形係数 粘着力 内部摩擦角 透水係数 流速

γ E C φ ｋ ｖ

kN/m3 kN/m2 kN/m2 deg cm/sec cm/day
Lm 14 5 － 21,000 100 15 1×10-4 －
Mg 18 49 － 39,000 0 42 2×10-3 －

Tong 19 50＜ 101 283,000 25 42 2×10-2 2以下
Tons 19 50＜ 150 420,000 100 42 5×10-4 1以下
Hic 19 50＜ 150 100,000 400 10 1×10-5 －

His 19 50＜ 280 210,000 100 42 3×10-3 1以下

地質記号

水理特性単位体積
重量

換算N値

強度特性

Ｎ値
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a-a 断面 

 

 

６）上載荷重    

今回の検討におけるトンネルへの上載荷重Ｐは、支持層位置に作用するP0を 180KN/m
2 

および 72KN/m2とし、45°で地中分散した値とする。 

 

 

支持層

[単位：ｍ] 

支持層 

 

７）環境への影響条件 

①周辺地盤への影響 

地上に問題となるような影響が生じない指標として、建築物に対する近接施工事例等より 

地表面の傾斜角1/1,000rad を許容値とする。 

 

②地下水への影響 

地下水の水質および流動に問題となるような影響がない工法とする。 

 

 

８）資機材の搬入、掘削土砂の搬出 

資機材の搬入、掘削土砂の搬出のための地上とのアクセスは、図2.5.1 に示す開削区間で行 

うものとし、それ以外の地上部からの施工は行わないものとする。 

 

 



４．調査帳票 

下記の様式により作成した帳票に必要事項（記述可能な範囲）を記入のうえ提出するものとする（一社複数工法回答可）。 

なお、可能な範囲で、概略施工計画、概略構造、周辺地盤への影響、地下水への影響、概略工期、概算工費の根拠資料を添付するものとする。 

調査結果の公開を希望しない場合は、各備考欄にその旨を記載する。ただし、その情報の取扱については、別途調整を行う場合がある。 

様式-1 

調査項目 内  容 備考 

工法名称 ●●工法 権関連登録番号等） 
 

 

工法概要 

 

 

概略施工計画 

 

 

概略構造 

 

開発段階 
  

情報の公開を希望しない場合は、項

目毎にその旨を記載してください。工法の概要を文章、概略図、イラスト等により示 ださい。 

・ 施工フロー、施工順序、その他を示し、どのよ 工法を実現するのかを示してください。 
・ 必要となる（特徴的な）事項（必要設備、開発 象となる要素技術）等を示してください。 

・ 完成時にどのような構造となるのかを、概略横

・ また、構造は試計算の結果であるか、どのよう

開発段階を記載してください。 

周辺地盤への影響 

 

環境条件 

地下水への影響 

 

地表面の傾斜角が 1/1,000rad以下となることを検討し

地下水に対し水質および流動への影響を与えない方法（

※この調査は大深度トンネルにおける民間等の技術開発状況について調査を行うものです。 

※今回の調査結果は特定の事業の設計等に用いるものではなく、また、調査票の提出の有無により不
（知財

してく

うに

の対
 

実現可能時期 

断図や躯体の構造・厚さ等を示してください。 
な推定か、等について記載してください。 

  実現可能な時期が概ね何年後になるのか記載してください。 

 

 

ている場合は、その概要を示してください。

補助工法等）について検討している場合は、その概要を示してください。 

利益を受けるものではありません。 
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様式-2 

工法名称 ●●工法（知財権関連登録番号等） 備考 

主な工種 1年 2 年 3 年          

ランプシール

ド 
            

本線シールド             

接続工             

             

             
概略工期 

 

 

概算工費 

 

 

 

これまでに要した

技術開発費 

 

 

今後要する技術開

発費 

 

 

技術開発体制 

について 

 

 
 

連絡先 

 

 

・ 工法の特徴的な工期的条件（たとえば本線シールド通過後着手、ランプシールドを先行、等）を示し

てください。 
・ 地中拡幅部の着手から完成までの概算工期を示してください。 

情報の公開を希望しない場合は、そ

の旨を記載してください。 

工種別に算出条件（数量、仕様等）と概算工費を示してください。

概ねの費用を示してください。 

概ねの費用を示してください。 

技術開発を実現に適すると考えられる、または望まれる体制として、官・学・産の協力体制など、どのようなものが考えられるか、自由なご意見をください。

社名、担当部署、電話番号、電子メールアドレスをおねがいします。 

※この調査は大深度トンネルにおける民間等の技術開発状況について調査を行うものです。 

※今回の調査結果は特定の事業の設計等に用いるものではなく、また、調査票の提出の有無により不利益を受けるものではありません。 
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